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地域での歴史文化の担い手としての大学の位置
　　　　　　―神戸大学の地域連携事業から考える―
　　　　　　　　　　　　　奥村　弘
　神戸大学大学院人文学研究科地域連携センター
の具体的な事業内容に関しては、坂
さか
江
え
 渉
わたる
 さん（地
域連携センター研究員）のほうからお話いただ
きますので、私自身は長年地域連携センターの事
業責任者をつづけるとともに、大学全体の地域連
携推進室長でもございますので、小
お の
野市との連携
を一つの事例として、神戸大学の地域連携事業に
関する考え方についてお話していきたいと思いま
す。
　神戸大学の地域連携事業に関する考え方は、大
学自体が地域社会における学術文化のリーダーと
して、地域連携活動を進めるということを一番の
基本にしております。ですから、外側の社会に対
して貢献するというよりは、大学自体が地域社会
の一員であるということに重きを置くべきと考え
ています。
　もう一つは、神戸の地域性という問題です。神
戸そのものが神戸港という港湾を持ち、神戸大学
はその中で展開している大学でありますから、地
域から世界に発信し得るような地域連携事業を展
開していきたいと考えています。それと同時に、
神戸大学が一番大きな責任を負う必要性のある兵
庫県は、本当に多様な地域からなっていますが、
だからこそ、逆に全国に訴えることができるよう
な普遍性もまた存在するだろうと考えています。
　それから、神戸大学はいろいろな部局で地域連
携活動を展開していますが、基本的にはそういっ
た継続的な連携こそが信頼関係として一番大事だ
と考えています。また同時に、地域との信頼関
係の中で、私たちの大学の協議や研究のための
フィールドをつくっていこうと考えています。
　神戸大学が取り組んできた地域連携活動の中
で、３つの分野が前に進んでいます。この３つの
分野が先陣を切って、後にほかの部局もついて来
ていただくという構想を持っております。１つは
地域歴史遺産の利活用による地域文化の育成で、
おそらく一番大きな事業だと思います。それから
２つ目に、地域社会における自然環境の利用によ
る地域の活性化ということで、これは農学研究科
を中心とした活動です。それから、少子高齢化社
会に対応した地域支援ということで、これは医学
部の保健学科を中心とした活動であります。この
３つは、個別に活動を行なっていると同時に、相
互に関係しております。
　一般的に国立大学ですと、地域連携推進室がか
なり大規模でありまして、例えばそこで５人ぐら
いの専任教員がいるところもあるわけです。これ
に対して、神戸大学は、全体としては各学部が持っ
ている基本的な教育研究能力そのものを十分活用
していくことで、部局を中心としてそれを全学で
支える形で大学全体の地域連携をすすめていくと
ころに特色があります。したがって、地域歴史遺
産に関しては、基本的に人文学研究科のセンター
にいろんな情報が集まってくるわけです。大学全
体から見れば、ある部局に全学的課題の特定部分
を担当していただくという形になります。必ずし
もそういう意識が全学に十分及んでいるかという
こともありますが、大学全体の費用から各部局の
センターに若干の費用が出されています。
　それから、神戸大学は県内にいろいろな施設を
展開しておりまして、その施設の所在地の自治体
との関係が極めて重要な位置を占めるわけでござ
います。そういうところとは、特に継続的な連携
活動を構築するという形をとっています。
　また、当面の目標でできていないことになりま
すが、財政的な基盤が非常に弱いということで
す。どこの大学でも寄附を集めていますけれども、
文化的なものに対してどういう形で協力して、資
金を用意しながら展開していくのかというところ
が、極めて難しい問題・課題になっています。あ
るいは、人材バンク的な要素を拡大していくとい
うことも考えています。
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　そしてこれが一番難しいのですが、地域連携事
業を推進している教員や、若手の研究員に対して、
評価がされるかどうかというところが、極めて重
い課題になっています。人文学研究科のセンター
の場合であればまだしも、理系のセンターになれ
ば、「これは研究からドロップアウトした人がや
るべきものじゃないか」という話になってきます。
しかし、やはりそれでは大学として地域連携活動
を展開することができないわけでして、私自身こ
のところを今後どうするかということ抜きには、
大学として地域連携活動を展開していくことは難
しくなってくるのではないかと考えています。
　それでは、小野市との連携について、少しお話
したいと思います。小野市は、東播と北播の間、
つまり中国自動車道と山陽自動車道のちょうど間
のところで、盆地になっているところに位置しま
す。この小野市との連携の特色としては、前提に
市史の編纂事業がございます。市史の編纂事業は、
巨大な額のお金や人材を投下して行なうわけです
が、刊行されればそれで終わってしまうことが多
いわけです。ところが、小野市のほうは、たまた
ま小野市立好
こう
古
こ
館
かん
というところにその事業が引き
継がれました。一方、神戸大学では人文学研究科
地域連携センターが設置され、ここで両者の事業
の連結ができ上がってくることになります。
　その背景には、歴史資料ネットワークによる阪
神・淡路大震災後の歴史資料保全の活動がござい
ます。震災のときに壊れた家屋から、歴史資料を
保全していく活動をしていったわけですけれど
も、その中で巡回調査を行ないました。それは、
待っているだけでは被災地で歴史資料の保全はで
きないということが非常にはっきりしたからで
す。そこで、旧村を中心になるべく多くの被災地
を回り、地域の人たちと話をしながら歴史資料を
保存するという活動をしていきました。
　この中で何がわかってくるかということなんで
すが、「いったい何がその地域において引き継が
れる文化的な遺産なのか」ということに関して、
私たち歴史の研究者が考えている問題と、地域の
中で実際にそういったものが継承されていく状況
とは相当のずれがあります。したがって、そう
いった歴史資料が地域の遺産として大事であると
いうことを地域の人たちと一緒に考え、それを私
たち自身もなぜ大事なのかということを、歴史を
研究する人間としてしっかり伝えていく必要があ
ります。そこで、救出された史料から一体どんな
ことが言えるのかを地域の人たちに知ってもらう
ため、市民講座や展示会を行なうということから
スタートいたしました。
　このような背景で展開している中で、市民の
方々とさまざまな協力関係をつくることができる
という確信が持てました。そういう形のものを持
続的に展開していくために、地域の大学としてど
のように進めていくべきかということが、少なく
とも地域連携センター立ち上げのときの私の問題
意識でした。歴史資料ネットワークは、水損史料
の保存のとき、どのように対応していったらいい
のかとかいう問題をずっと扱っていますし、地震
そのものに対処していくための全国的なネット
ワークとしても機能していますが、そういうよう
な活動を展開していくなかで、先ほどの問題意識
というものを引き継いででき上がってきていると
思います。
　震災時の歴史資料ネットワークの活動からはっ
きりしてきたことは、地域の文化というものは地
域の再生において必要なものであるということで
あって、住民間で世代を超えて歴史的・文化的な
ものが引き継がれないならば地域の再生はできな
いということです。地域の活性化とか再生という
問題が今盛んに言われていますが、歴史文化は地
域のある特定の領域というよりも、地域住民全体
の意識にかかわるような領域として存在している
ということが、はっきりわかってきたのではない
かと思っています。したがって、これを支持して
もしくは自ら活動される方は結構多く、お互いに
理解ができれば、専門的に歴史文化を担当する方
でない人も、こういう歴史文化に関する大きな運
動・活動が進めていけると考えます。ただし、そ
のためには、どうしても専門的に歴史文化と関係
する人たちの持続的・組織的な協働がなければな
らないと考えてきたわけです。最初の話に戻りま
すが、これは「社会的貢献として大学が社会に何
かしましょう」という話ではなくて、「大学自体
がその地域の文化力継承の担い手として取り組ま
ねばならない課題なんだ」と考えています。
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　そうこうしている間に、文化遺産に対する考え
方が大分変ってきました。私自身も委員をやって
おりましたが、内閣府の「災害から文化遺産と地
域を守る検討委員会」という委員会は、「災害か
ら文化遺産を守るときにはどうしたらいいのか」
という課題を深めるものでした。文化遺産という
のは、人と地域が一体であって、災害が起こった
ときに地域のほうがそれを地域の文化遺産として
考えていなければ、たとえそれが国宝であっても、
誰もその遺産を守らないわけです。「じゃあどう
するんだ」という話になって、「やはりそれは地
域の遺産じゃないといかん」という話になりまし
た。その結果、地域の核として認識されている文
化遺産であれば、それは世界遺産や国宝に限定す
る必要はないということが、2004 年 2月の同委
員会の答申に書かれることになりました。そうす
ると、未指定の文化遺産も含めてということにな
ります。あらたに課題となったのは、「地域の核
となるようなものとは一体何なのか」ということ
です。「これが核だ」と簡単には言えないわけで
す。核になるものは何かということを考えること
は、地域の人たち自身が文化遺産だと考えなけれ
ばならないわけですから、地域社会と文化遺産に
関係する専門家との対話の中で、初めて地域遺産
というものが確立していくことになるだろうと思
います。
　このような状況は、このところだんだん一般化
していまして、2007 年 10 月 30 日に文化庁の
文化審議会が出した答申では、そもそも文化財保
護法の基本的な理念における「文化財」という言
葉は、決して指定文化財だけではないと書かれて
いました。だから歴史的または芸術的に価値が高
い、あるいは人々の生活の理解のために必要なす
べての文化的所産が、文化遺産だと言うようにな
りました。言葉としては文化遺産でも文化財でも
構わないと思いますが、これが適用されれば、人々
の生活の理解のために必要なすべてが、文化的所
産だということになりますので、文化遺産に関す
る概念が大きく変わることになると思います。ま
だすべてがそういう方向になっているわけではあ
りませんが、政府の認識も相当変わってきている
と思います。
　私たちも、文化遺産や地域歴史遺産という言葉
を使うようになってきました。そのときに、「私
たちは実際どのように地域に迫るのか」というこ
とで、小野市との関係で編み出した方法の一つが、
「地域展方式」と呼んでいるものです。近世の村
単位を基本として、地域の大人と子供がともに自
分たちの地域の歴史遺産には何があるかを学び、
その内容を地域の博物館で展示して、最終的には
それを地域歴史遺産として指定化していくとい
う、一連の流れをもった展示です。大体５月ぐら
いから開始されて 11月に行なわれるということ
で、半年間かけて展開しているもので、2002 年
に阿
あ
形
がた
村というところからスタートしました。　
　地域の大人と子供が一緒に調査を行なうという
ことになりますと、学校の先生の役割がどうして
も必要になります。これはなかなか簡単にできな
かったんですが、現在はその対象となる地域の小
学校や中学校の先生に最初に集まっていただきま
して、私たちの大学のほうも博物館と一緒になっ
て事業の説明をしていくということからスタート
していきます。先生方に、ついて来てもらうとい
うか、子供の集団の把握やアドバイザーという役
割を果たしていただきます。最終的にそれを 10
月か 11月ぐらいに展示いたします。最近は中学
生の皆さんも関わるようになりましたが、博物館
できっちりした形をもって展示するということを
やりました。図録もしっかりとつくって、それに
参加したい大人や子供たちも全員そこに名前を書
いて勉強していくというようなスタイルをとって
おります。
　こういう形で話ができるようになっているの
は、実は市史の成果ということがありまして、既
に本文編ができ上がっていて、史料の整理も進ん
でいて、その一部の史料が活用可能な状態で保存
されているということ。それから、考古の遺跡に
ついてもほぼ調査が終わっているということもご
ざいます。そういうことで、市・部落・近世村の
再発見という事柄がこの中で行なわれて、その
中でたまたま地域の大人と子供が自分たちの地
域社会を再発見していくという形で展開をしてい
ます。小野市立好古館は、8,000 人ぐらいの来館
者だったのが、発信型の展示で、今では年間およ
そ 15,000 人ほどの方々に来ていただけるように
なっています。小野市の人口はほぼ 50,000 人で
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すので、いかに大きな力になっているかというこ
とがよくわかると思います。
　最初は、江戸時代の村を１つずつ取り上げてい
たんですが、小野市にはだいたい 70以上の村が
ありまして、これを１つずつやっていくと 70年
以上かかりますので、５つある旧行政村単位を１
つの核として、2、3年で回っていくという形を
とりました。学術的な内容は、大学のほうから展
示を行なうということで、充実させていきますし、
小学校や中学校も参加します。また、参加してい
ただく近世村レベルの各地区の区長さんたちは、
その内容にしたがって、大阪城へ行って学芸員の
方から豊臣秀吉の話を聞いたり、あるいはドイツ
の第一次世界大戦の捕虜の話を聞くために徳島の
ドイツ館に行くというように、地域外での学習も
含めて行なっています。このような活動の中で、
私たちは一番基本的な村の段階の重要性を非常に
強く感じます。旧近世村単位の人々の結合は解体
されつつありますけれども、なおここに依拠にし
ながら事業を展開することが、今の段階では非常
に大事ではないかと考えています。
　もう一方で、地域と世界の往還という考えをし
ておりまして、大学も担い手となった地域文化の
形成ということでいえば、こういうことが非常に
大事だろうと思います。第一次世界大戦の際、小
野市と加
か
西
さい
市のちょうど境界のところに、オース
トリア人を中心とした青
あお
野
のが
原
はら
俘
ふ
虜
りょ
収容所がござい
ました。これが市史編纂の段階で再発見されまし
て、それに関するさまざまな研究が市レベルで進
みました。それによると、当時小野の人たちと俘
虜の人たちでさまざまな文化や技術における相互
交流があったことがわかってきました。例えば俘
虜収容所の中でコンサートが行なわれて、どうも
地域の人たちもそれを聞いたらしいということも
わかってきました。そういうことで、2008 年９
月にウィーンのオーストリア国家公文書館で、小
野市立好古館で開催したた展示会をもう一度行な
いました。同時に神戸大学の交響楽団がそこを訪
れまして、演奏会を行なうということになりまし
た。この企画に関しましては、歴史の分野だけで
はなくて、音楽や体育学では発達科学部を中心と
した方々にご協力いただきました。なお、この第
一次世界大戦の収容所の話全体は、文学部の大
おお
津
つ る
留 厚
あつし
先生（西洋史）を中心に解明を進めてい
るということで展開したものです。
　私たちはこれを「小さな地域博物館の大きな事
業」と呼んでいますが、一体どの程度のお金がか
かっているのかということも申しておきたいと思
います。大体 7,000 万円から 8,000 万円ぐらい
の規模になりまして、大学側が 2,500 万円、小
野市側が2,300万円ぐらいの規模の事業を行なっ
ています。そのうち大学側の場合は、寄附が大体
450 万円分ぐらい、それから交響楽団の方々の
学生さんの自己負担がいくらかあって、それから
大学そのものの直接経費としては２年間で 700
万円ぐらいの額がこの事業に出されたということ
です。小野市の直接経費も大体 900 万円ぐらい
出されていますので、両者が一緒にこの事業を
やることによって、実際出された直接のお金に
してみると 1,500 万円か 1,600 万円ぐらいです。
7,800 万円規模の大きな事業を展開することは、
大学側だけでもできませんし、小野市側だけでも
できません。こういう形の事業展開ではじめて可
能となったものです。来年は東京でやろうかとい
う話になっていますが、金額の大きさだけでなく、
事業が地域の中でも引き継がれていく形でこれか
らも展開されていくことが重要であると考えてい
ます。
　このような交流会を、小野市という場所をどう
位置づけるかという形で、新しい地域とのかかわ
りを考えていこうと思っております。
　ひとつは、この博物館実習の場としての利用と
いうのがありまして、普通博物館実習は、公式に
は２週間どこかの博物館に行くという形が多いで
すが、私たちは好古館との連携の中で、５月から
11 月までの企画全体を博物館実習として位置づ
けて、必要な場においてそれぞれ実習する学生に
入っていただいて、地域の人たちと話をし、一緒
に地域を見学し、それから展示の準備の手伝いも
するという、生きた形で博物館実習をとらえ直し
て展開できないかというふうに考えています。
　もうひとつは、地域遺産の保全活用論という全
学開講の授業をしております。その場としても、
好古館をいろいろと活用させていただいておりま
す。例えば、医学部保健学科の地域連携センター
は、障害のある方のケアを課題にしていますが、
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そこで活動されている高
たか
田
だ
哲
さとし
先生に、障害のあ
る方と一緒に好古館に行ってもらって、この展示
を見ることができるのかを見てもらいました。そ
こで問題点を指摘していただいて、直すべきとこ
ろを直していくという活動も行ないました。
　また、交響楽団等の音楽活動の場としても、い
ろいろと活動させていただくことになってきてい
ますし、俘虜収容所自体の研究も、現在大学とい
う枠を超えて、周辺の自治体、あるいは他の収容
所のある自治体との協力も進んでいます。研究と
しては、現代ドイツ史研究会であるとか、ドイツ
史や東欧史などの研究者に来ていただくというよ
うな形になっています。
　大学としては、そういうことを通じて、専門家
としてのリーダー、地域のリーダー、そして地域
の社会人リーダー、と３つのリーダーを養成し
ていくプログラムを用意していこうと考えていま
す。
　最後に、地域文化の担い手としての大学間の
ネットワークの問題を指摘しておきたいと思いま
す。各地の災害に関連した地域遺産保全のネット
ワークの拡大と、その組織化ということを考えま
すと、大学間でもこういうものが必要ではないか
と、私自身は考えています。特に、現在ある地域
社会の中で地域文化の形成の担い手としての大学
の役割は非常に大きく、地域ネットワークの活動
拠点として、地方大学の意味はきわめて大きいだ
ろうと思っています。私はそういう意味では、全
国の地方大学に対して、こういう地域文化の担い
手としての人間を配置し、そこにきちんとお金を
出すということが大事だと考えています。2006
年には、佐賀大学にも「地域学歴史文化研究セン
ター」というものができまして、いろいろな活動
をされていますが、こういうさまざまなセンター
とどのようにして相互に連携をとっていくのかと
いうことも現在、問題・課題になっています。そ
れから、兵庫県には「大学コンソーシアムひょう
ご神戸」というものがあるんです。水損史料保全
のためのさまざまな活動というのは、現在このコ
ンソーシアムの一環として、５つの大学で行なわ
れるようになりました。最初は３つだけだったの
ですが、現在関西学院大学と甲南大学も入って、
５大学で毎年やるようになってきまして、このコ
ンソーシアムの大学間連携のモデル事業へと展開
しているところです。このように、個別の大学だ
けではなく、全体として歴史文化に対応できるか
どうかということは、日本の地域社会が次世代に
引きついでいけるかという点できわめて重要で
す。こういうものがしっかりとできなければ、日
本の地域社会は危機をむかえるという意識で取り
組むべき課題であると考えています。
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